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団体名 ⼀般社団法⼈データ社会推進協議会（英名︓Data Society Alliance）

法⼈番号 4011005007414

所在地
〒108-0014
東京都港区芝4-13-4 ⽥町第16藤島ビル2階
（株式会社 インターフュージョン・コンサルティング内）

設⽴ 2021年4⽉1⽇

事業内容

当協議会は、デジタル庁が推進予定の「データ戦略」（※2）や「内閣府・戦略的
イノベー ション創造プログラム（SIP）」の後押しを受け、産官学の連携により分野
を超えた公正、 ⾃由なデータ流通と利活⽤による豊かな社会(「データ社会」という)
を実現し、国内はも とより世界と連携し貢献を図ることを⽬的に、以下の事業を推
進致します。
1.データ社会を実現する連携サービス(DATA-EX)の提供
2.データ社会に資する学術研究の推進
3.データ社会に資する産学官連携の推進
4.データ社会を⽀える関連事業者等の運⽤基準の策定
5.データ社会を⽀える技術基準の策定
6.データ社会を⽀える事業者等に対する認定制度の整備及び運⽤
7.データ社会活性化のためのデータ利活⽤の創出
8.データ社会を巡る法的課題や国際連携・標準化等に関する調査・研究・推進
9.データ社会に関連する関係省庁への政策提⾔及び関連団体との連携
10.前各号に掲げるもののほか、データ社会の健全な成⻑のために必要な活動
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理事・監事・顧問

⼀般社団法⼈データ社会推進協議会 5

平川泰

鉄鋼ソリューション事業本部
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会員状況 (2024/6/1 時点) 177会員
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正会員A 29団体 正会員B 27団体
BIPROGY株式会社
PwCコンサルティング合同会社
SAPジャパン株式会社
ＴＩＳ株式会社
アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社
株式会社インターネットイニシアティブ
株式会社インターフュージョン・コンサルティング
株式会社ウフル
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
エブリセンスジャパン株式会社
国際航業株式会社
株式会社セールスフォース・ジャパン
ソフトバンク株式会社
⼤⽇本印刷株式会社
デロイトトーマツコンサルティング合同会社
株式会社電通国際情報サービス
株式会社トラストアーキテクチャ
⽇鉄ソリューションズ株式会社
⽇本アイ・ビー・エム株式会社
⽇本オラクル株式会社
⽇本電気株式会社
⽇本マイクロソフト株式会社
株式会社ビー・エス・デーインフォメーションテクノロジー
株式会社⽇⽴製作所
富⼠ソフト株式会社
富⼠通株式会社
三菱電機株式会社
株式会社両備システムズ

株式会社JVCケンウッド
株式会社ROBON
株式会社True Data
xID株式会社
有限責任あずさ監査法⼈
アビームコンサルティング株式会社
株式会社インテック
株式会社オーイーシー
オムロン株式会社
コニカミノルタ株式会社
兼松株式会社
京セラ株式会社
共同印刷株式会社
株式会社シグマクシス
ソニー株式会社
デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社
株式会社東芝
東芝データ株式会社
東芝テック株式会社
TOPPANデジタル株式会社
TOPPANエッジ株式会社
株式会社⽇本データ取引所
株式会社⽇本総合研究所
株式会社博報堂DYホールディングス
パナソニックホールディングス株式会社
株式会社ラック
株式会社リコー

賛助会員 40団体
株式会社Acompany
株式会社BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS
EAGLYS株式会社
EY Japan株式会社
Gcomホールディングス株式会社
株式会社KDDI総合研究所
株式会社MILIZE
NECソリューションイノベータ株式会社
NECネッツエスアイ株式会社
Orbitics株式会社
SBテクノロジー株式会社
株式会社SYNCHRO
株式会社ＵＴＩ
株式会社ZenmuTech
旭化成株式会社
アズビル株式会社
アドソル⽇進株式会社
株式会社イトーキ
株式会社インテージ
沖電気⼯業株式会社
株式会社オージス総研
株式会社オリエントコーポレーション
株式会社オルターブース
京都電⼦計算株式会社
株式会社サトー
⼀般社団法⼈情報処理学会
ダイキン⼯業株式会社
中部電⼒株式会社
株式会社データ・アプリケーション
株式会社デジタルガレージ
株式会社東海理化
⽇産⾃動⾞株式会社
株式会社ビッグツリーテクノロジー＆コンサルティング
国⽴⼤学法⼈広島⼤学
華為技術⽇本株式会社
富⼠フイルム株式会社
本⽥技研⼯業株式会社
株式会社三井住友フィナンシャルグループ
三井不動産株式会社
株式会社三菱総合研究所
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特別会員 50団体 ⾃治体 18団体

個⼈ 13名

⼀般社団法⼈Fintech協会
⼀般社団法⼈Privacy by Design Lab
⼀般社団法⼈XBRL Japan
医療AIプラットフォーム技術研究組合
インフォメーションバンクコンソーシアム
⼀般社団法⼈インダストリアル・バリューチェーン・イニシアティブ
⼀般社団法⼈エコアイランド
⼀般社団法⼈オープン・コーポレイツ・ジャパン
⼀般財団法⼈沖縄ITイノベーション戦略センター
⼀般社団法⼈沖縄オープンラボラトリ
⼀般社団法⼈沖縄トランスフォーメーション
⼀般社団法⼈オルタナティブデータ推進協議会
国⽴研究開発法⼈海洋研究開発機構
国⽴研究開発法⼈防災科学技術研究所
観光予報プラットフォーム推進協議会
公益社団法⼈関⻄経済連合会
公益財団法⼈九州先端科学技術研究所
⼀般社団法⼈京都スマートシティ協議会
⼀般社団法⼈コード・フォー・ジャパン
⼀般社団法⼈サイバースマートシティ創造協議会
⼀般社団法⼈サプライチェーン情報基盤研究会
国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所 情報・⼈間⼯学領域
⼀般社団法⼈次世代センサ協議会
国⽴情報学研究所
⼀般社団法⼈情報サービス産業協会
⼀般社団法⼈情報通信技術委員会
⼀般社団法⼈スマートシティ・インスティテュート
⼀般社団法⼈スマートシティ社会実装コンソーシアム
⼀般社団法⼈⽣成系AI協会
⼀般社団法⼈セキュアIoTプラットフォーム協議会
⼀般社団法⼈センサイト協議会
⼀般社団法⼈中国経済連合会
特定⾮営利活動法⼈超教育ラボラトリーＩｎｃ．
⼀般社団法⼈「データで考える⼒」イニシアティブ
⼀般社団法⼈デジタル地⽅創⽣推進機構
⼀般社団法⼈デジタル⽥園都市国家構想応援団
⼀般社団法⼈デジタルトラスト協議会
⼀般社団法⼈電⼦決済等代⾏事業者協会
⼀般社団法⼈電⼦情報技術産業協会
名古屋⼤学
特定⾮営利活動法⼈⽇本PFI・PPP協会
⼀般財団法⼈⽇本海事協会
⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会
⼀般財団法⼈⽇本情報経済社会推進協会
⼀般社団法⼈⽇本データ・エンジニアリング協会

荒尾市
⽯川県（2024年4⽉⼊会）
宇部市
⼤阪府
沖縄県（商⼯労働部 情報産業振興課）
加古川市
京都府
熊本県
札幌市
⻑野県
三⽥市
仙台市
東京都
富⼭市
⽇進市
浜松市
兵庫県
都城市

関⼝海良（東京⼤学⼤学院⼯学系研究科システム創成学専攻 ⼤澤研究室）
⽩⽥佳⼦（東京国際⼤学商学部特命教授）
⽵之内隆夫
野間唯（桜美林⼤学 リベラルアーツ学群准教授）
早⽮仕晃章（東京⼤学 ⼤学院⼯学系研究科システム創成学専攻講師）
深⾒嘉明（東京理科⼤学経営学部 国際デザイン経営学科講師）
道⽅孝志（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室准教授）
横窪安奈（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室助教）
松永惟⽉（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室）
天野克敏（東京⼤学⼤学院情報学環・学際情報学府）
清家 ⼤嗣（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室特任助教）
葛 杭麗（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室特任講師）
松井 誠泰（東京⼤学⼤学院情報学環越塚研究室博⼠課程）

⼀般財団法⼈⽇本データ通信協会
⼀般社団法⼈⽇本データマネジメント・コンソーシアム
⼀般社団法⼈⽇本電気計測器⼯業会
公益財団法⼈ハイパーネットワーク社会研究所
⼀般社団法⼈不動産テック協会
ヘルスケアIoTコンソーシアム
ロボット⾰命・産業IoTイニシアティブ協議会
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DSAのビジョン・ミッション

©EverySense,Inc, DataSocietyAlliance.

World of Data-Driven Innovationデータ利
活⽤によりイノベーションが持続的に起こる世
界

Vision

Mission

Establish a data-driven society for democracy of innovation
データ駆動型社会を構築し、イノベーションの⺠主化を実現する

Develop the data-distribution infrastructure for the world
世界規模で活⽤可能なデータ流通基盤を整備する

Accelerate social implementation with technology and service development
技術、サービス開発により社会実装を推進する

Collaboration and contribution to the world
世界と連携し、世界に貢献する

ビジョン・ミッションの実現のためDATA-EXを始動
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DSAがめざすデータ連携の姿

連邦型の分野を超えた
データ連携

⾏政サービス
分野

製造・流通
分野

エネルギー
分野

DATA-EXとは • 分野を越えたデータ連携を実現するために、DSAが提供する連携ポータルの総称

 DSAでは、データ連携に係る既存の取組が協調した、連邦型の分野を超えたデータ連携をめざすプラッ
フォームDATA-EXの提供をします。

DATA-EXによるデータ連携の姿

交通
分野

防災
分野

DSA

農業
分野

観光
分野

インフラ
分野

医療・健康
分野DATA-EX

©EverySense,Inc, DataSocietyAlliance.
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DSAの取組⽅針

 DSAでは、あらゆる分野におけるデータ流通・利活⽤の課題を、産官学を越えた企業・団体の連携により解決する

データ社会推進協議会(DSA)

学
学術データ

活⽤

学術
研究機関

学術
研究機関

学術
研究機関

産
⺠間データ

活⽤

企業

企業 企業

官
オープンデータ

活⽤

府省

諸機関 ⾃治体

!
"
#
$
分
野

医
療
)
健
康
分
野

福
祉
)
介
護
分
野

交
通
分
野

⾏
政
4
5
6
7
分
野

…

データ流通・利活⽤に関する課題解決

連邦型の分野を超えた
データ連携

DATA-EX
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分野を超えたデータ利活⽤サービスの創出
• ベストプラクティスの共有
• マッチングの実施
• 各種実証/調査研究等

分野を超えたデータ連携に関わる基盤構築
• 分野横断検索等(データ連携サービスポータル)の提供
• IT基準/運⽤基準の策定
• 国際標準化の促進

分野を超えたデータ連携に関わる社会実装⽀援
• テストベッド/レジストリの提供
• 開発⽀援ツールの提供
• ⼈財育成

DSAが解決する主な課題
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DSAの組織体制
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DSAの歩み

最新号
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今までの歩み

©EverySense,Inc, DataSocietyAlliance.
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５．包括的データ戦略の推進
② プラットフォーム

（前略）
これまで分野間データ連携基盤については、SIP47においてコネクタ等の機能開発を⾏ってきた。その運⽤を担う、⼀般社団法
⼈データ社会推進協議会（DSA︓Data Society Alliance）は令和２年（2020 年）12 ⽉に設⽴され、分野間データ
連携に必要なツールとそれを提供するプラットフォームである「DATA-EX」を構築することとされた。引き続き、認証認可を含
むトラスト⽀援機能や分野横断型データカタログなど、必要な機能の開発を⾏い、安定的かつ持続的な運⽤に向けての課題の
整理、及び実稼働に向けた道筋をつける。例えば、ユースケース、データセット、データニーズ、分野ごとのルール、得られる価値等
の検討を⾏い、分野間データ基盤でデータマネジメントができることを⽰すとともに、海外のデータ連携基盤の相互接続実証、国
際標準化活動などを通じて、インターフェース等の標準化を⾏う。これにより、安定的かつ持続的なビジネスモデルの下、データ連
携基盤が発展し、準公共分野、地⽅公共団体、研究、⺠間企業と接続が拡⼤していくデータ取扱ルールガイダンスを遵守した
データマネジメントが確⽴される。

また、各地域による統合的なデータ連携基盤の構築を⽀援するため、⼀般社団法⼈
データ社会推進協議会を通じて、データ連携基盤のコアとなるデータ仲介機能（ブ
ローカー）の無償提供と活⽤に関する助⾔を進めていく。
（後略）

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
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デジタル社会推進とデータ流通
デジタル社会を⼈体に例えるならば、データは⾎液です。

データの流通とは、⾎流です。

⾎流は動脈と静脈で構成されており、循環系を構成し
ています。

データ流通も⼀⽅通⾏ではなく、デジタル社会を可能に
する循環系を構成することで、健全なデジタル社会が推
進されます。

⾎流が良くなると、脳の活動が活発になり、創造⼒が発揮
されます。

イノベーションの創出

データ流通

循環系
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DATA-EX 推進TF
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 理事会は、DATA-EX 開発TFの名称をDATE-EX 推進
TFとすることを承認する。

 DATE-EX 推進TFは、DATA-EXの社会実装を推進し、活
⽤を進めることを⽬的とする。

 DATE-EX 推進 TFは、業務執⾏委員会に対して、DATA-
EXにかかる業務を委託する。

 各業務執⾏委員会は、DATE-EX 推進 TFに対し、 
DATE-EX にかかる事項について他の業務執⾏委員会に関連
する事項及び、全体に係る事項について、提案、要求することが
できる。

発議  奥井
発議賛同 平川

全会⼀致

なお、本決議をもとに、事務局にて関連するプレリリースを⾏う。

DATA-EX にかかる事業推進体制

⾃治体連携

利活⽤推進

技術基準

学術連携

運営基準

認定審査

国際連携

実証実験
DATA-

EX
TF 

越塚

 奥井
真野

業務執⾏委員会

DATA-EX

に
限
ら
な
い
事
項
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DATA-EXの概要
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DATA-EXとは

20

 包括的データ戦略における位置付け
SIP(第2期)で分野間データ連携基盤のツールを開発し、DATA-EX に おいて本格運

⽤を⾏うこととなるが、この分野間の基盤は各分野のプラッ トフォームとコネクタを介して
接続することとなる。このように分散した データ空間を専⾨領域ごとに作りコネクタで疎結
合することで、必要なデ ータを安全かつ効率的に交換することが可能になる。

DSA の運営する DATA-EX においては、SIP で開発したデータカタログ検索 機能など
分野間データ連携基盤技術(コネクタ)に加え、原本性保証・品 質評価などの共通機
能、データ管理機能、統計、解析、可視化などのデー タ利⽤機能などの機能開発を進
める。

この DATA-EX は、国内のデータ連携のハブとなるとともに、GAIA-X 等の 国際的なテ
ー゙タ連携基盤と相互運⽤するためのハブにもなる必要がある。
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 DATA-EXとは、さまざまな分野、業界が⾃らデータ連携基盤(データスペース)を構築するた
めの共通技術や標準等を提供する活動の総称です。

 DSAでは、データと⼈材が連携・循環するエコシステムの実現を⽬指し、SIP分野間データ
連携基盤技術開発の成果であるデータカタログ検索機能など、分野を超えてデータの発
⾒と利⽤ができる仕組み「CADDE」をはじめ、データの原本性保証・品質評価、データ管
理機能、統計、解析、可視化など、データ連携に必要な共通機能を開発しており、これ
らの共通技術を提供するDATA-EXプラットフォームを2025年から本格稼働する計画です。

 DATA-EXは、すでにデジタル庁が進めている産業⽤データ連携基盤やSIP第3期における
課題間データ連携基盤として提案されており、鉄鋼ミルシート、スマートモビリティ、スマー
ト防災などなど様々な分野での活⽤が期待されています。さらに、今後、より具体的な活
⽤として社会的ニーズの⾼いカーボンフットプリントやサーキュラーエコノミーにおける利⽤を
業界関係者とともに進めます。

DATA-EX とは

https://sip-cyber-x.jp/
https://sip-cyber-x.jp/
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DATA-EX  の位置付け

分野間データ連携基盤「DATA-EX」
 世界のデータ連携団体(Gaia-X、IDSA、FIWARE、Catena-X、Manufacturing-X、

Data4Industry、DSA等23組織)と「International Data Society Alignment」を設置し、
国際標準に適した設計を採⽤

 データ主権を尊重し、データスペース内にデータを保持しない
 トラストサービスにより、DFFTを実践

公共データ・
公共サービス

data.go.jp
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 DATA-EXは、分野別に構築されるデータ連携基盤を相互に接続させる連邦型
データ連携の仕組み

 参加者及び取り扱うデータの信頼性などについては、第三者が構築、提供するトラス
ト基盤上のサービスにより担保

DATA-EX プラットフォーム

トラストサービス基盤
トラストサービス基盤の提供機能

分野間データ連携基盤(DATA-EX)

分野別データ連携基盤
規範・制度・サービス

分野別データ連携基盤
規範・制度・サービス

分野別データ連携基盤
規範・制度・サービス

参加者識別
⼦管理機能

電⼦証明書
管理機能

電⼦署名
管理機能

分野間データ連携サービスの提供機能

参加機関
管理機能

コネクタ
管理機能

来歴管理
契約管理機能

コネクタ
提供機能

⽀援サー
ビス機能

外部連携
サービス機

能

国際連携
機能
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「DATA-EX」の特徴

DATA-EX
の特徴

1.データ主権の保持
⾃らのデータの提供可否や存在の公開可否

を制御するデータ主権を保持する
(DATA-EX内にデータは蓄積しない)

2.DFFTの実践
参加者の真正性と、連携されるデータや情報
の真正性と完全性が信頼のおける第三者の

トラストサービスにより担保

3.国際標準に合致した
グローバル適合

International Data Society 
Alignment Task Force(23組織
が参加)を共同設置し、国際標準に
適した設計を採⽤することで、データ
連携がガラパゴス化しない仕組み

4.業界、コミュニティのデータ
連携基盤構築を⽀援

各々の業界、コミュニティに最適化された状態
でデータ連携を実現。DSAは、各業界、コ

ミュニティにおけるデータ連携基盤の構築の相
談、⽀援、実証実験などを⽀援

5.テストベッドの提供
DSAは、必要なモジュールがインストールされ
たテストベッドを、開発試験⽤に提供。これら
のモジュールは、最終的には、⾃社の環境や

クラウド環境に導⼊することが可能
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 DATA-EX参加者間でのデータ収受に対し
て、以下の⼀連の処理、機能を提供する。
 データセットの広告
 データセットの発⾒
 相⼿⽅の認証
 データセットの収受
 データセットの収受来歴の管理
 データー取引市場への接続
 語彙管理機能
 テストベッドなどの試験環境
 カタログ作成ツールなどの提供 など

 DATA-EXプラットフォーム及びDATA-EXプ
ラットフォーム運⽤事業者は、参加者において
連携されるデータを収集、保管、加⼯するも
のではない。

DATA-EXプラットフォームの機能概要 

25⼀般社団法⼈データ社会推進協議会
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トラストサービス基盤

分野間データ連携基盤 DATA-EX

分野C
データ連携基

盤
分野B

データ連携基
盤

分野A
データ連携基

盤

分野間データ連携
基盤サービス

分野A
参加機関

分野C
参加機関

分野 A参
加機関

TTP

⽀援
サービス群

C

C

C

TTPTTP TTP

分野C
参加機
関

C

CC

分野B
参加機関

分野B
参加機関

C

C C

外部連携
サービス群

C

C C

C

海外の
データ
連携基盤

C

C

相互
接続

C

C

コネクタ type1

コネクタtype2

DATA-EXのアーキテクチャ
 分野業態を超えてデータを連携する連邦型連携基盤

26
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DATA-EXの構成要素定義1

27

• 分野間データ連携基盤は、特定の分野、業態、データモデルに閉じない

連邦型のデータ連携を実現する基盤である。分野間データ連携基盤とは、
特定の分野、業界に特化した分野別データ連携基盤を超えて、そこに参
加する機関が⾃律したデータ主権者として相互にデータ連携を⾏うため
の⾃律分散型協調システムの総称である。

分野間データ連携基盤とは

• 分野間データ連携基盤では、参加機関から独⽴した中⽴公平な分野間

データ連携基盤運営者により、データの広告、発⾒から授受の実施、来
歴の管理及び、参加機関が具備すべき標準的な機能モジュールの提供及
び⽀援を⾏うものとする。

分野間データ連携サービスとは
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DATA-EXの構成要素定義2

28

トラストサービス基盤
データ連携を安⼼、安全に実施するためには、参加機関の相互
認証、真正性の確認、取り扱われるデータ及び付帯情報や取引条
件などのオブジェクトの真正性や完全性が担保されることが重要とな
る。
そこで、分野間データ連携基盤は、これらの信⽤を構成するために
以下に⽰す各トラストサービスを利⽤する。トラストサービス基盤とは、
これらのサービスの総称である。
トラストサービス
分野間データ連携基盤では、参加機関はトラストサービス基盤を
介して信頼がおける第三者機関(Trusted Third Party。以下、
TPPと略す)が提供する各種サービス（参加機関の認証や授受され
る各種オブジェクト(データ、付帯情報、取引条件、等)に対する電
⼦署名、タイムスタンプなど）を活⽤する。
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DATA-EXの構成要素定義3

 ⽀援サービス群

分野間データ連携基盤では、参加機関から独⽴した⽀援サービス提供事業者により、
データの広告、発⾒から授受の実施、来歴の管理の各⼯程を、効率的・効果的に利⽤
するための共通的なサービスを提供する。

これらの⽀援サービス群には、データ横断検索サービス、データカタログ作成ツール、テスト
ベッド及びその他の付帯サービスなどが期待される。

 外部連携サービス群

分野間データ連携基盤では、情報銀⾏、PDS（パーソナル・データ・ストア）、データ取
引市場(データ利⽤権取引市場を含む)などのデータ取扱サービスを提供する事業者が
提供する外部サービスとの接続性を提供する。これにより、分野間データ連携基盤に参
加する各機関は、適切にこれらのサービスと連携することが可能となる。

29
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DATA-EXの構成要素定義4

30

• 分野間データ連携基盤は、海外において展開されるデータ連
携基盤との相互接続をするめために必要な機能を提供する。

海外データ連携基盤

• 参加機関とは、⼀つまたは複数の分野別データ連携基盤に参
加し、他の参加機関との間で、データの授受を⾏う主体のこ
とである。これらの参加機関は、TTPによりその真正性が相互
に認証される。

参加機関
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DATA-EXにおけるデータ授受のフロー形態

31

 DATA-EXにおけるデータ授受には、以下のフロー形態が想定される
相対による連携

DATA-EX参加者間で、データの授受が直接に実施される形態

第三者仲介による連携
DATA-EX参加者及び、外部連携サービスである情報銀⾏、PDS（パーソナル・データ・スト

ア）、データ取引市場(データ利⽤権取引市場を含む)などのデータ取扱サービスを提供する事業
者の第３者の関与によりデータの授受が実施される形態

注:第３者の関与とは、必ずしもデータ授受全体の流れに対する関与であり、必ずしもデータが第
三者経由で授受されるものとは限らない。

データ提供者 データ受領者

データ提供者 データ受領者

情報銀⾏、PDS（パーソナル・データ・スト
ア）、データ取引市場
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copy 転送

共有

Connector Connector

Connector
Connector

現在のデータ連携の形

相対でのデータの授受

クラウドなどによるデータ授受または共有

データスペースにおけるデータの授受とは

データスペース
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Connector Connector

Connector
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Connector
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x z
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y z
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Process A
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データ利⽤

Distribution from time to time

加⼯遍歴
z=c(y) 
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α=d(z)

来歴
A>B x
B>C y
C>D z
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Connector A Connector C

Connector B Connector D

x

Process b

x

Process c

Process d
y=b(x)

α=d(z)

Process A

x

x

x

x

Data Sharing 
(BroadcasFng)

来歴
A>B,C,D x
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ConnectorA ConnectorC

ConnectorB

y

ConnectorD

α

x
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x

Process c

z

Process d
y=b(x)

z=c(x)

α=d(x)

Process A
共有される情報

データ利⽤

Data Sharing (R/W)
y z
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α
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DATA-EXにおけるデータ授受の契約形態

37

 DATA-EX上におけるデータ授受において、参加者間に以下の契約形
態が想定されている。
利⽤合意による授受

データ提供者が利⽤条件を開⽰し、データ受領者が合意をすることによりデータの授受が実
施される形態

パブリックデータのように⼀定の利⽤要件を開⽰し、特段の合意形成を伴わなくても良い形態
も含む

相対都度契約
データ提供者とデータ受領者が相互に協議の上定めた契約に基づき授受が実施される形態

第三者仲介による契約
DATA-EX参加者及び、外部連携サービスである情報銀⾏、PDS（パーソナル・データ・スト

ア）、データ取引市場(データ利⽤権取引市場を含む)などのデータ取扱サービスを提供する
事業者の第３者の関与によりデータの授受契約が実施される形態
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DATA-EXにおける取扱データ形態

38

 ストアードデータ
データの⽣成からデータ提供までの過程で、データセットが⼀定時間以上、保管、

管理され、⼀定のまとまりによって取り扱われるもの。
 ストリーミングデータ

データの⽣成からデータ提供までが、逐次連続して⾏われるもので、都度授受さ
れるデータは、データセットの⼀部を構成するもの。
地震計
気温
⾞両位置情報
などのリアルタイム系
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DATA-EXにおける認証と認可

 認証
DATA-EX に参加する参加者の真正性を検証する仕組み
DATA-EXで授受されるオブジェクトの真正性と完全性を検証する仕組み

 認可
DATA-EX に参加する参加者が⾃らが主権者として管理するデータセットなどのオ

ブジェクトに対する他の参加者のアクセスを管理し、制御する仕組み
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DATA-EXが取り扱うオブジェクト

40

 データカタログ
DATA-EX参加者が提供可能なデータの概要を⽰すオブジェクト
実際に授受されるデータセットと1対1ではない
例えば以下のようなことは多々ありうる

カタログ記載  2000年-2023年の年度別⼈⼝統計データ
授受されるデータ 2020年の⼈⼝統計データ

 DDP(DATA Distribution Package) とは
DATA-EXでは、データセットだけではなく、以下のオブジェクトが参加者間で授受

されるが、これらの総体をDDPという。
 データセット

 識別可能なデータの 集合体
付帯情報

 データセット(含むメタデータ)だけでは表現できない情報
利⽤条件

 データの授受に伴い求められる利⽤条件など
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コネクタとは
 DATA-EXに接続する機関に提供するモジュール

 分野間データ連携基盤では、分野間データ連携基盤運営者により、データの広告、発⾒から授受の実
施、来歴の管理を適切に実施するために、参加機関が具備すべき標準的な機能モジュールとして、”コネ
クタ”を提供する。

 このコネクタは、下図に⽰すように参加機関においてデータを活⽤する各種アプリケーション及び参
加機関が管理するデータの管理先であるデータシンクと外部のデータフロー経路上に介在し、データの
広告、発⾒から授受の実施、来歴の管理の各⼯程において適切にデータの流れを制御するものである。

 なお、このコネクタは、参加機関が⾃ら各種フロー等を制御するための内部API及び他の参加機関、
TTP、外部サービス提供者、他の参加機関に開⽰される外部APIの⼆つのAPIを具備し、アプリケーショ
ンに依存しない標準的な⼿順でデータの連携を安⼼安全に実現する機能を提供するものである。

41
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内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）
Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program

課題間データ連携WGの活動概況

令和6年3⽉27⽇

資料１
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【背景】
Society 5.0 の前提となるデジタル化については、各分野でＩＴ化を進めていたものの、
諸外国のようなデータ連携・活⽤による新たなビジネスモデルの創出などは⼗分に⾏えず、
ＩＣＴの持つ本来の⼒を⼗分に⽣かし切れていなかった。
このような状況を鑑み、 SIP第2期では、農業や交通インフラ等の分野ごとのデータ連携

基盤の整備等に取り組んできた。そして、さらに分野を越えたデータ流通・利活⽤に関する
課題や、関係機関が抱える共通的な課題に対し、持続可能な「データ・エコシステム」とし
てＤＳＡを中核とした、分野間データ連携の仕組みを構築しました。

【⽬的】
SIPの成果として分野を超えてデータを最⼤限活⽤する仕組を作ることによって、

SIP各課題のミッション達成を効果的・効率的に達成すると同時に、我が国全体
の分野間データ連携の構築を促進させる。
そのために、SIP期間中からSIP期間後を想定したデータ連携を進める

参考資料１︓ 「データ連携に係るワーキンググループの設置について」
参考資料３︓ 「SIPデータ連携基本⽅針」 の要約

１．データ連携WGの⽬的

43
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・ユースケース１︓防災デジタルツイン（インフラ×防災）
・ユースケース２︓電⼒・⼈流・交通流連携（インフラ×防災×スマエネ×スマモビ）
・ユースケース３︓エネルギー－モビリティ間多重ネットワークモデル（スマエネ×スマモビ）

【課題間ヒアリングのまとめ】
・今後のアクションとして、⽬論⾒書の「具体内容・スケジュール」にあるデータの取得者、
粒度・頻度やスケジュールを検討する作業を進める。
・課題間データ連携にあたってはフィールドが合致することが望ましい。
・データ連携の基本要件に関し、理解を深める必要がある。

３．進捗状況／Ⅰ︓スマート４課題 ユースケース検討
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スマエネ

スマモビ

インフラ

防災
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データ連携検討ステップ
①仮説設定
⽬論⾒書提出

②検証
フィールドマッチ

ング

③事前検討
データ要件提⽰

課
題
名

1︓豊かな⾷が提供される持続可能なフードチェーンの構築

2︓統合型ヘルスケアシステムの構築

3︓包摂的コミュニティプラットフォームの構築 ●
4︓ポストコロナ時代の学び⽅・働き⽅を実現するプラットフォームの構築

5︓海洋安全保障プラットフォームの構築

6︓スマートエネルギーマネジメントシステムの構築 ● ● ●
7︓サーキュラーエコノミーシステムの構築 ●
8︓スマート防災ネットワークの構築 ● ● 〇
9︓スマートインフラマネジメントシステムの構築 ● ● ●
10︓スマートモビリティプラットフォームの構築 ● ● 〇
11︓⼈協調型ロボティクスの拡⼤に向けた基盤技術・ルールの整備

12︓バーチャルエコノミー拡⼤に向けた基盤技術・ルールの整備 ●
13︓先進的量⼦技術基盤の社会課題への応⽤促進 ●
14︓マテリアル事業化イノベーション・育成エコシステムの構築

３．進捗状況/Ⅱ︓スマート４課題 ②検討・③事前検討
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凡例 ●︓済、〇︓作成中
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３．進捗状況/③事前検討︓連携データ要件整理（例）
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 職業ドライバーの⽣体計測データおよび⾞両⾛⾏データ
２

対象 職業ドライバーの⽣体計測データおよび⾞両⾛⾏データ
項⽬ バイタルデータ他⽣体に関するデータ、プローブデータ、GPSデータ、

⾞両情報（エネルギー消費、速度、加速度など）
粒度（項⽬毎） 地域︓事業者のサービス提供地域全体

地点︓緯度経度
時刻︓秒単位
気温︓１度単位
カテゴリー︓未定

精度（項⽬毎） ⽣体データは、医療⽤レベルの精度
鮮度 ⽣成時期2024年1⽉〜

相対時間︓100m秒単位
更新頻度 定時間隔（~100ms）
ハンドリング⽅法 1⽇分を蓄積しまとめて伝送
付帯情報 ⾛⾏中の⾞両周囲の歩⾏者に関する情報
その他 スマエネ＿サブ課題B2 安東教授（東北⼤）

データ要件②
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３．進捗状況/スマート４課題の進捗状況と今後の⼿順
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関連課題間で進め⽅等
を協議・共有する場を
設ける。

(1)⽬論⾒書により
ユースケースの設定

ユースケース毎にNo1検討
をベースに詳細要件等を双
⽅で確認し、連携可能な実
証フィールドを選定

(2)ユースケース毎に
実証フィールドを整理

(3)連携データ
               要件整理

連携可能な実証フィールドの
データ詳細要件およびデータ
取得⽅法等を整理する。

(4)すり合わせの場 (5)連携可能な
実証フィールドを選定

(6)連携データ
詳細要件整理

①仮説設定 ③事前検討(No1)

連携可能

②検証(No1)

③事前検討(No2)②検証(No2)

⽬論⾒書により仮説
のユースケースを設
定

ユースケース毎に必要なデータ
が取得可能な実証フィールドの
場所を整理

実証に必要なデータ、
実証で得られるデータ
要件を整理

※詳細検討からは課題主体で検討を進めて頂く。事務局は⽀援
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データスペース「SIPｰEX」による
データ活⽤スキーム
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データスペース「SIPｰEX」とは

スマート防災ネット
ワークの構築

豊かな⾷が提供され
る持続可能なフード
チェーンの構築

スマートインフラマ
ネジメントシステム
の構築

統合型ヘルスケアシ
ステムの構築

スマートモビリティ
プラットフォームの
構築

包摂的コミュニティ
プラットフォームの
構築

⼈協調型ロボティク
スの拡⼤に向けた基
盤技術・ルールの整
備

ポストコロナ時代の
学び⽅・働き⽅を実
現するプラットフォ
ームの構築

バーチャルエコノミ
ー拡⼤に向けた基盤
技術・ルールの整備

海洋安全保障プラッ
トフォームの構築

先進的量⼦技術基盤
の社会課題への応⽤
促進

スマートエネルギー
マネジメントシステ
ムの構築

マテリアル事業化イ
ノベーション・育成
エコシステムの構築

サーキュラーエコノ
ミーシステムの構築

SIP3期 事業⽣成データ データカタログポータル

イメージ

SIP-EXによる研究・実証⽣成データと他のデータを可視化
使えるデータがすぐそこにあり、提供者と繋がれる世界

他のデータ

⺠間企業
提供データ

公共系
オープンデータ
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データスペース「SIPｰEX（仮）」とは

サンプル

(例) https://sip-ex

契約管理機能の利⽤

データ取得

データ提供者へのリーチし易さとデータ利⽤許諾のスキームを整備

《認証あり・有償／無償》

《認証なし・無償》

《CKAN》

《EverySensePro》

SIP-EX OPENDATA

《CKAN》

《EverySensePro》

SIP-EX OPENDATA

⺠間データ取引市場
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SIP研究・実証成果のプロモーション、情報発信とコミュニケーション
外部データ活⽤を後押ししイノベーションへ

データスペース「SIPｰEX（仮）」今後の展開

SIP採択事業者による実績の相互活⽤
インターナルなデータ活⽤検討

ポータルサイト⼀般公開・事例発信
他のデータスペースとの相互連携

Step２事業⽣成データ活⽤機会創出の取組み

Step1 SIP事業⽣成データのアセット化

事業⽣成データ社会還元の定着
外部データの事業活⽤による成果獲得

ゴール データ活⽤の⺠主化へ
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SIP-EXのスキームと扱われるデータ属性

データカタログ

SIP事業⽣成データ
活⽤ポータルSIP-EXSIP第3期採択事業者環境

データ提供

データ探索

契約管理機能

⺠間データカタログ

EverySense Pro

システム連携

情報発信・コミュニケーション

カタログ
登録

外部データ提供者

⺠間企業等

カタログ
情報取得

カタログ情報転載（任意）SIP-EX参加者専⽤のデータカタ
ログでSIP事業以外のデータに
もアクセスができる

データ発⾒機能

データ連携機能
（受領コネクタ） WebApp

データ連携機能
（提供コネクタ）

データカタログ
（CKAN）データ管理

サーバー

SIP第3期採択事業者環境

データ受領

データ連携機能
（受領コネクタ）

データ連携機能
（提供コネクタ）

WebApp

データ管理
サーバー

データカタログ
（CKAN）

SIP-EX

GUI GUI

SIP-EX

⺠間データ取引市場
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⾃治体・オープンデータ連携について

53
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フォーカスポイント
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データに対する権利関係
単純化・明瞭化

 ⾏政はポータルサイトの管理運
営のみとし、カタログ情報の掲
載からデータ提供・受領、精算
に⾄るまで、ユーザーが実施。

 データの⽣成者・提供者が⾏政
であるもの以外のデータには直
接的に関与しないことで業務の
煩雑化を回避。

運営負担を最⼩化した
サービス設計

 ⼤規模なシステムを構築するた
めの初期コスト、構築後の運⽤
保守にかかる経費を最⼩化する
ことで、事業継続における負担
を抑える。

 外部サービスとの連携により、
⾏政として提供する機能を最⼩
化し必要最低限の開発費⽤に留
める。

信頼性と地域性を活かし
利便性を向上

地域性をフックにひとつのサイト
で地域に関連する様々なデータを
探索・⽐較できる

⾮オープンデータでも出し元に対
する第三者チェックを⾏い、ユー
ザ・⾏政にとってのリスクを抑制

外部連携することで、双⽅向でカ
タログ情報へのタッチポイントを
増やす
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⺠間
カタログサイト

⾏政によるデータポータルサイト整備（事例）
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⾏政
データポータル
サイト

データ取引市場
ESPRO

オープンデータ
カタログサイト
（BODIK 等）

システム間連携

データ利⽤者の動線

データ提供者の動線

カタログ
登録／検索機能

メッセージ機能

精算機能

 官⺠・有償無償問わずデータカタ
ログが集約される

 機能が限定的で運⽤保守の負担を
抑制することができる

 オープンデータ⽤とは別にポータ
ルを運営する⼿間がある

 カタログ情報を任意の
  データポータルへ転載する
  ことができる。
 利⽤者とのタッチポイントを増やすことができる。

データ提供者

データ利⽤者

データ提供者

データ利⽤者

 地域性をフックに⼀箇所
で様々なデータを探索・
⽐較することができる。

 ⾮オープンデータでも出
し元に対する第三者
チェックが⾏われており
信頼度が⾼い。

 データ提供者・利⽤者間のコ
ミュニケーションや売買は連携
サイト側の機能を利⽤する。

※ポータル側のアクセスを会員制
とし、シングルサインオンでロ
グインさせることもできる。

リダイレクト

リダイレクト

データカタログ情報登録

データカタログ情報登録

カタログデータ取得
データ変換
（⼿作業の場合も有り）

データ利⽤者

カタログ登録

カタログ登録

検索

検索

検索

有償無償
カタログ検索機能
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⾏政によるデータポータルサイト整備（事例）
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《有償の場合》

《無償の場合》

●京都データマーケットプレイス https://data-market.smart-kyoto.or.jp/

既存のHP（⼀般社団法⼈京都スマートシティ協議会）のサブドメインとして既存サーバ上に構築し、サイト機能を
カタログ検索に特化させることにより、初期コスト・運⽤コストともに最⼩化した事例。

https://biz.every-sense.com/collect/product/detail

https://data.bodik.jp/dataset/260002_kplphoto

https://data-market.smart-kyoto.or.jp/


データと⽣成AIの活⽤による持続的地域DX推進
現状

• 地⽅⾃治体において、デジ⽥
交付⾦などによりデータ基盤
が整備進んでいる。
• オープンデータへの取り組み
により、基礎⾃治体による公
的データの開⽰が定着しつつ
ある。

課題と要因

• データを活⽤したEBPMや政策、
事業創出の萌芽が乏しい。
• 課題ドリブンでのデータ活⽤に対す
るナレッジが不⾜している。
•地域から⽣まれるデータ(地産地消型
)は、限定的であり、課題解決に必要
な充分なデータが無い。

•持続的運営をするには、積極的活⽤創
出とOPEXの確保が必要。
•無体物であるデータの特性を踏まえ
た、権利化、財化を考慮した運⽤モ
デルに⽋けている。

課題解決⽅針

• データと⽣成AIの活⽤し、
課題解決のためのデータを
活⽤した⾏政サービスの創
出を促進する。
• ⺠間のデータ、他地域の
データなどデータの他産地
消を促進し、活⽤可能な
データの充⾜をはかる。
• 官⺠による連携と分権によ
るデータの包含性を⾼める。
• データ利⽤権などによる権
利化、財化を推進する。



京都データマーケット
プレイスに掲載されて
いるデータから京都府
でのオーバーツーリズ
ムを解消するアイデア
を出してください。

https://data-market.smart-kyoto.or.jp/?switching=paid&page=1
https://data-market.smart-kyoto.or.jp/?switching=paid&page=1


掲載されてい
るデータから
健康になるた
めのアイデア
を提案してく
ださい


